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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
基地局に無線回線で接続され、スロット数に比例して高速となる通信速度で前記基地局と
通信し、表示部を備える移動通信端末装置において、
前記基地局から送信される制御信号を受信し、受信された制御信号に含まれる前記基地局
の空きスロット数を検出する検出手段と、
通信速度が所定の速度以上であるか否かの判断基準となる前記スロット数のしきい値を記
憶する記憶手段と、
前記検出された空きスロット数が前記記憶されたスロット数のしきい値よりも少ない場合
に、データ通信に不適切である旨の表示を前記表示部に行う制御手段とを具備することを
特徴とする移動通信端末装置。
【請求項２】
　前記データ通信に不適切である旨の表示は、通信時間が長くかかる旨の表示であること
を特徴とする請求項１記載の移動通信端末装置。
【請求項３】
　基地局に無線回線で接続され、受信電界強度の変動範囲に比例して低速となる通信速度
で前記基地局と通信し、表示部を備える移動通信端末装置において、
前記基地局から送信される制御信号を受信し、この受信された制御信号の受信電界強度を
検出する検出手段と、
所定時間内に受信された複数の制御信号の電界強度を検出して、前記受信電界強度の変動
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範囲を特定する特定手段と、
通信速度が所定の速度以上であるか否かの判断基準となる前記受信電界強度の変動範囲の
しきい値を記憶する記憶手段と、
前記検出された受信電界強度の変動範囲が前記記憶された受信電界強度の変動範囲のしき
い値よりも大きい場合に、データ通信に不適切である旨の表示を前記表示部に行う制御手
段とを具備することを特徴とする移動通信端末装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、基地局との間でデータ通信を行うにあたっての移動通信端末装置の表示機能に
関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来のこの種の移動無線端末装置は、受信電界レベル：ＲＳＳＩレベルのみをアンテナバ
ーを使って表示して、通信環境を端末装置使用者に通知するように構成されていた。この
従来の装置によると、ＲＳＳＩレベルを表示したとしても、使用者はどのレベルであれば
データ通信に適した環境であるかを判断することができないため、使用者に感覚に頼るこ
とになる結果、使用者によっては通信品質の低い環境でも、データ通信を行うことがあっ
た。
【０００３】
データ通信に適さない環境でデータ通信を行うと、通信途中で受信データに誤りを生じる
場合がある。受信誤りが発生すると、データ再送が受信側から送信側に要求され、これを
受けて送信側からデータ再送処理がされるため、伝送にかかる時間が長くなる結果、トー
タルな伝送速度が遅くなるという不具合を生じる。また、さらに受信データ誤りが誤り訂
正できる範囲を超える場合は、同期でさえ維持できずデータ通信のやり直しが必要になる
という問題があった。
【０００４】
また、データ通信をＴＤＭＡシステムで行う場合に回線トラフィックによっては、使用可
能となる空きスロットが通常使用するスロット数よりも少なくなる場合がある。例えば通
常使用するスロット数が２つの場合に、１スロットしか基地局で用意できない場合、１ス
ロットでのデータ通信が、使用者が意識しないうちに開始される場合がある。
【０００５】
このように使用者が意識しないうちに、通常使用するスロット数よりも少ないスロット数
しか割り当てがないと、結果として、通信速度が低下し、通信に時間がかかり、通信費用
がかかるといった問題点が生じていた。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
上述の如く、従来の端末装置では受信電界レベルをアンテナバーによって表示することで
、通信環境を簡易的に端末装置使用者に通知しているため、使用者がデータ通信を行うに
あたり、データ通信を行うのに適した通信環境かどうかを使用者が把握する手段がないた
めに、通信環境を意識せずにデータ通信を行ってしまっていた。その結果、データ通信を
始めてから、通信環境が良い場合のデータ通信時間よりも長く通信時間がかかったり、通
信途中で通信のやり直しを強いられるという問題点があった。
【０００７】
そこで、本発明はこの問題点を除去し、使用者にデータ通信を行う際のデータ通信を行う
のに適した通信環境にいるかどうかを意識させることを可能とする移動通信端末装置を提
供することを目的とする。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、基地局に無線回線で接続され、スロット数に比例して高速となる通信速度で
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前記基地局と通信し、表示部を備える移動通信端末装置において、前記基地局から送信さ
れる制御信号を受信し、受信された制御信号に含まれる前記基地局の空きスロット数を検
出する検出手段と、通信速度が所定の速度以上であるか否かの判断基準となる前記スロッ
ト数のしきい値を記憶する記憶手段と、前記検出された空きスロット数が前記記憶された
スロット数のしきい値よりも少ない場合に、データ通信に不適切である旨の表示を前記表
示部に行う制御手段とを具備することで上記目的を達成する。
　また、基地局に無線回線で接続され、受信電界強度の変動範囲に比例して低速となる通
信速度で前記基地局と通信し、表示部を備える移動通信端末装置において、前記基地局か
ら送信される制御信号を受信し、この受信された制御信号の受信電界強度を検出する検出
手段と、所定時間内に受信された複数の制御信号の電界強度を検出して、前記受信電界強
度の変動範囲を特定する特定手段と、通信速度が所定の速度以上であるか否かの判断基準
となる前記受信電界強度の変動範囲のしきい値を記憶する記憶手段と、前記検出された受
信電界強度の変動範囲が前記記憶された受信電界強度の変動範囲のしきい値よりも大きい
場合に、データ通信に不適切である旨の表示を前記表示部に行う制御手段とを具備するこ
とで上記目的を達成する。
【０００９】
【発明の実施の形態】
本発明の実施の形態にかかる移動通信端末装置の構成図を第１図に示す。
【００１０】
端末は、無線部１、変調部２、ＴＤＭＡ部３、符号化部４、制御部５、記憶部６、電源部
７から成る。
【００１１】
基地局からの下り受信信号はアンテナ１１で受信され、スイッチ１２を通って受信部１３
に入力されて、シンセサイザ１４からのローカル信号が供給されて周波数変換される。受
信信号の強度はＲＳＳＩ検出部１６により検出されて制御部５に供給される。周波数変換
された受信信号は、ディジタル復調回路２１にて復調される。復調された信号は、ＴＤＭ
Ａデコーダ３１でバースト状の信号を連続信号に戻す。連続信号は、ＡＤＰＣＭ―ＣＯＤ
ＥＣ４１にて復号化されてＰＣＭ信号に変換される。ＰＣＭ信号はさらにＰＣＭ―ＣＯＤ
ＥＣ４２にて復号化されアナログ信号となりこれがスピーカ４３から出力される。
【００１２】
一方、マイク４３から入力されるアナログ信号は、ＰＣＭ－ＣＯＤＥＣ４２にてＰＣＭ信
号に変換されたのち、ＡＤＰＣＭ－ＣＯＤＥＣ４１で符号化される。ＡＤＰＣＭ符号化さ
れた信号は、ＴＤＭＡエンコーダ３２にてバースト状の信号に変換される。バースト信号
は、ディジタル信号変調回路２２にて、変調される。変調された信号は、送信部１５でシ
ンセサイザ１４からのローカル信号により、高周波信号に変換され、増幅されたのち、ス
イッチ１２、アンテナ１１を通して送信される。
【００１３】
電源部７は、バッテリ７１とバッテリ出力を電圧変換するための電源回路７２とから成り
、電圧変換された電源を各部へ供給する。
【００１４】
制御部５は、通信品質監視部５５、通信品質比較部５６を備える。制御部５には、操作部
５１、ＬＣＤ５２、ＬＣＤ制御部５３、サウンダ５４、バイブレータ５９が接続される。
記憶部６は、ダウンロードデータ格納部６１と表示用データ格納部６２とを備える。
【００１５】
本実施形態の特徴は、データ通信に入る前に、データ通信に適する環境に移動通信端末装
置がいるかどうかを推定して、推定結果を通知することである。この制御例を図２に示す
。
【００１６】
図２において、電源オンののち位置登録処理が行われて待受け受信状態になる（ステップ
３０１，３０２，３０３）。位置登録処理では１つの基地局との間で同期がとられ、その
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基地局から制御信号が定期的に送信され、移動通信端末装置はこの制御信号を受信して、
受信した信号のＲＳＳＩレベルを検知し、検知したレベルを一時的に記憶部に記憶する（
ステップ３０４）。
【００１７】
操作者によるデータ通信モードが入力、設定されると、検知したＲＳＳＩレベルとしきい
値とを比較する（ステップ３０４，３０５，３０６）。このＲＳＳＩレベルのしきい値は
、データ通信を正常に行うための経験値である。この値は、ハンドオーバ判定の条件とな
るＲＳＳＩレベルよりも大きい値である。
【００１８】
検知したＲＳＳＩレベルがしきい値以下であることを認識すると、データ通信に不適切で
あると判断して、「データ通信に不適切な環境である」旨をＬＣＤに表示する（ステップ
３０８，３０９）。
【００１９】
一方、ＲＳＳＩがしきい値よりも大きいと認識すると、データ通信に適した環境と判断し
て、「データ通信に適した環境である」旨をＬＣＤに表示する（ステップ３１０，３１１
）。
【００２０】
ＬＣＤにデータ通信に適しているか否かの情報を表示した後、制御部は使用者からのデー
タ通信のための発呼操作を待つ（ステップ３１２）。発呼操作を検出すると、データ通信
を開始する（３１３）。
【００２１】
このように、データ通信を行う前に使用者にデータ通信に適した通信環境に移動通信端末
装置がいるかどうかを通知する機能を備えたことにより、通信環境の悪いところでデータ
通信を始めることでデータ通信に時間がかかったり、データ通信の途中でデータ通信が切
れて、通信をやり直すといった操作が不要になる。
【００２２】
（第２の実施の形態）
ステップの４０１、４０２，４０３の待受け受信開始までの動作は第１の実施の形態と同
じである。その後、同期のとれた基地局から送信される制御信号に含まれる空きスロット
情報を取得する（ステップ４０４）。
【００２３】
そしてデータ通信モードが設定されると、取得された空きスロットの数としきい値とを比
較する（ステップ４０５，４０６）。空きスロットの数が１以下であると判断すると、デ
ータ通信に不適切な環境と判断し、ＬＣＤに「データ通信に不適切な環境である」旨を表
示する（ステップ４０８，４０９）。通常ＰＨＳのデータ通信では、スロットを２つ使用
するため、１つのスロットでデータ通信を行うということは、通信時間が２倍になってし
まい、データ通信には不適切である。
【００２４】
なお、空きスロットが１つである場合は、「通信時間が長くかかる」旨の表示をしても良
い。
【００２５】
　一方、空きスロットが２以上であることを認識すると、「データ通信に適している」旨
の表示をＬＣＤに行う（ステップ４１０，４１１）。
【００２６】
ＬＣＤに表示が行われたのちに使用者からの発呼操作を検出すると、データ通信を開始す
る（ステップ４１２，４１３）。
【００２７】
（第３の実施の形態）
待受けに入るまで（ステップ５０１，５０２，５０３）は上記第１、第２の実施の形態と
同じである。待受け状態で同期のとれている基地局から送信される一定時間ごとの制御信
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号を受信する（ステップ５０４）。そして、端末装置使用者からのデータ通信モードの設
定要求がされると（ステップ５０５）、その時点までの所定時間内におけるＲＳＳＩレベ
ルを見て、変動範囲を特定し、予め決められたしきい値と比較する（ステップ５０６）。
【００２８】
そして、ＲＳＳＩの変動範囲が予め決めたしきい値よりも大きいと判断すると、データ通
信に不適切と判断し、「データ通信に不適切な環境である」旨の表示をＬＣＤに行う（ス
テップ５０８，５０９）。もし、ＲＳＳＩ変動範囲がしきい値以内であると判断すると、
データ通信に適切であると判断し、「データ通信に適切である」旨の表示をＬＣＤに行う
（ステップ５１１）。ＬＣＤへの表示の後の処理は第１、第２の実施の形態と同じである
。
【００２９】
なお、上記すべての実施形態において、データ通信に適しているかどうかの表示を、デー
タ通信をしようとした使用者が通信の要求入力をしたのちに、行った例を示したが、これ
に限定されず、待受け状態において、定期的にＬＣＤ上に表示したり、他の操作にもとづ
いて表示するようにしても良い。
【００３０】
【発明の効果】
本発明では、使用者にデータ通信を行う際のデータ通信を行うのに適した通信環境にいる
かどうかを使用者に知らせる手段を設けたことにより、データ通信の環境を使用者に意識
させることを可能となる。これにより使用者はデータ通信を始めるにあたり、上記した情
報をもとにデータ通信を開始するかどうかを判断することができ、通信環境の悪いところ
でデータ通信を始めることでデータ通信に時間がかかったり、通信やり直すといった操作
が不要になる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施の形態を示す移動通信端末装置装置の構成図
【図２】本発明の実施の形態における第１の実施の形態を示すフローチャート図
【図３】本発明の実施の形態における第２の実施の形態を示すフローチャート図
【図４】本発明の実施の形態における第３の実施の形態を示すフローチャート図
【符号の説明】
５２・・・ＬＣＤ
５５・・・通信品質監視部
５６・・・通信品質比較部
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